
資料2　事務事業評価（自己評価）結果

基本施策2

目標2

基本戦略3

行政改革による健全な財政基盤づくり

財政の収支バランスがとれているまちをつくる【財政基盤】

税収を増やす



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

税務課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

改善の方向性 事業実施の
方向性0511201

課税対象者 課税対象者を正確に把握し、適正な課税を行う

具体的な内容を検討する。 具体的な内容を検討する。

事業名

継続する

市税賦課事業(新
税の検討)

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題

税務課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

改善の方向性 事業実施の
方向性0511402

課税対象者 納税意識を向上し、平等な納税負担を図る

滞納システムは、滞納者との折衝過程
等が記録できる簡易なシステムであり、
事務の効率化を図るため滞納システム
の構築を検討する必要がある。

滞納システムは、滞納者との折衝過程
等が記録できる簡易なシステムであり、
事務の効率化を図るため滞納システム
の構築を検討する必要がある。

事業名

継続する

市税収納・徴収
事業(滞納システ
ム)

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題

税務課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

改善の方向性 事業実施の
方向性0511401

課税対象者 納税意識を向上し、平等な納税負担を図る

事務の簡素・効率化を推進するため
に、税務システム更新時に収納・徴収
システムの構築の再検討する必要があ
る。

事務の簡素・効率化を推進するため
に、税務システム更新時に収納・徴収
システムの構築の再検討する必要があ
る。

事業名

他事業と統
合する

市税収納・徴収
事業(収納システ
ム)

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

千円 364944 258913 計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

％ 94 92.8 計画 実績

％ 92 91.3 事業費 32,376 30,915

％ 90 90 特定財源 11,323 8,974

％ 80 77.5 一般財源 21,053 21,941

単位 計画（予測） 実績

箇所 5 5 計画 実績

箇所 5 6 事業費 0 0

箇所 35 27 特定財源 0 0

一般財源 0 0

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0511400

課税対象者 納税意識を向上し、平等な納税負担を図る

現在の滞納整理は折衝過程等が記録
できる簡易なシステムであり、事務の効
率化を図るために、収納・滞納システム
の構築が必要である。

税は行政サービスを提供するために公
平に課税されるものであり、滞納者には
大川広域、香川滞納整理推進機構と連
携を図りながら、財産・給与等の調査を
実施し、差押え等を実施していきたい。

事業名

継続する

市税収納・徴収
事業

指標名
コスト（千円）

収納率(市県民税）(滞納繰越分含）

収納率(固定資産税）（滞納繰越分含）

収納率（軽自動車税）（滞納繰越分含）

所管課 収納率（国民健康保険税）（滞納繰越分含）

税務課
数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0501600

申請者・申込者
現在、使用していない市有建物及び土地について、適正な価格で許
可、賃貸借契約、売払いを行う。

　行政財産の使用料条例を制定し、新
規賃貸契約に関しては、条例に基づき
適正に処理する。
　普通財産売払い等についても、適正
に処理する。

公募による売却及び賃借契約地の売
却を引き続き継続していく。

事業名

継続する

公有財産貸付・
売払事業

指標名
コスト（千円）

普通財産売払件数

法定外財産売払件数

普通財産貸付件数

所管課

管財課
数値化できない成果

税務課
数値化できない成果

所管課

指標名
コスト（千円）

法人市民税調定額

改善の方向性 事業実施の
方向性0511202

課税対象者 課税対象者を正確に把握し、適正な課税を行う

法人税・市民税率については、制限税
率及び標準税率を採用していることか
ら、今後は税法の動向によるものであ
る。

法人税・市民税率については、制限税
率及び標準税率を採用していることか
ら、今後は税法の動向によるものであ
る。

事業名

継続する

市税賦課事業(法
人税・市民税率
の見直し)

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

千円 41225 45835 計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

単位 計画（予測） 実績

千円 2145180 2176602 計画 実績

千円 364944 258913 事業費 81,218 93,953

千円 128488 129633 特定財源 81,217 83,784

千円 2637521 2647458 一般財源 1 79,267

単位 計画（予測） 実績

千円 1309950 1281071 計画 実績

事業費 0 0

特定財源 0 0

一般財源 0 0

今後の課題事務事業コード

コスト（千円）

事務事業の対象 事務事業の意図

指標名

調定額

0511300

事業実施の
方向性

継続する

改善の方向性

　国民健康保険税の納税負担額が国
保加入者に重税感を感じさせている。
財政調整基金の有効活用を図り、税率
の引き下げも検討すべきと思われる。
(税率は税務課で設定できない｡)

　国民健康保険税の納税負担額が国
保加入者に重税感を感じさせていること
から滞納者も増加となり、財政調整基金
の有効活用を図り税率の引き下げも検
討すべきと思われ、収納率の向上を図
るために関係課との更なる連携を図る
必要がある。

所管課

税務課

課税対象者 課税対象者を正確に把握し、適正な課税を行う
事業名

国保税賦課事業

数値化できない成果

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0532300

市民 税以外の収入を増やす

　適正な残高管理を行い、余裕資金の
安全性を確保しながら有利な運用によ
り預金利息を増やす。

　ペイオフ全面解禁により、市の財産
（現金等）を守るために、さまざまな方策
が必要で運用についても慎重さが求め
られている。

事業名

継続する

公金管理事業

指標名
コスト（千円）

預金利息額

所管課

会計課
数値化できない成果 有利な預金先の確保

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0511200

課税対象者 課税対象者を正確に把握し、適正な課税を行う

エルﾀｯｸｽの導入等により、税務署との
課税資料の共有化を図り、課税事務の
効率化を図る。

エルﾀｯｸｽの導入等により、税務署との
課税資料の共有化を図り、課税事務の
効率化を図る。

事業名

継続する

市税賦課事業

指標名
コスト（千円）

個人市民税調定額

法人市民税調定額

軽自動車税調定額

所管課 固定資産税調定額

税務課
数値化できない成果



事務事業評価(1次評価)結果表

単位 計画（予測） 実績

件 8043 7289 計画 実績

事業費 200 199

特定財源 200 199

一般財源 0 0

事務事業コード 事務事業の対象 事務事業の意図 今後の課題 改善の方向性 事業実施の
方向性0511500 市税に関する証明書交付

申請者、台帳等の閲覧
者、官公署

申請に基づく証明書の交付及び閲覧と照会回答事務を正確かつ迅速
に処理する

常に市民に対して迅速・丁寧な対応に
努める。

職員間の意思疎通を図りながら、市民
等に対して親切・丁寧な対応をすること
によって、更なる市民サービスの向上を
図る。

事業名

継続する

窓口・照会事業

指標名
コスト（千円）

証明書等交付申請受理件数

所管課

税務課
数値化できない成果 証明書発行等を正確かつ迅速にすること


